








Ｅ <学際 ､複合 ､新領域 >
2．拠点のプログラム名称（英訳名）










斎藤 照子 地域文化研究科地域文化・教授 社会経済史・経済学士 在地固有文書班代表・史資料総括班
吉田 ゆり子 地域文化研究科地域文化・教授 日本近世史・文学博士 在地固有文書班
増谷 英樹 地域文化研究科地域文化・教授 歴史学・文学修士 印刷媒体資料班代表・史資料総括班
永原 陽子 地域文化研究科地域文化・助教授 歴史学・文学修士 印刷媒体資料班
野本 京子
（沼田 京子） 地域文化研究科地域文化・教授 日本近現代史・農学博士 オーラル・アーカイヴ班代表・史資料総括班





井尻 秀憲 地域文化研究科地域文化・教授 国際関係論・Ph.D. 21世紀地域文化研究班代表・史資料総括班
西谷 修 地域文化研究科地域文化・教授 哲学思想文化論・文学修士 21世紀地域文化研究班
二木 博史 地域文化研究科地域文化・教授 モンゴル史・文学修士 在地固有文書班





八尾師 誠 地域文化研究科地域文化・教授 イラン近代史・文学修士 印刷媒体資料班
今井 昭夫 地域文化研究科地域文化・助教授 ベトナム近代史・国際学修士 オーラル・アーカイヴ班
岩崎 稔 地域文化研究科地域文化・助教授 哲学政治思想史・政治学修士 オーラル・アーカイヴ班
粟屋 利江 地域文化研究科地域文化・助教授 南アジア近代史・文学修士 表象文化資料班
中山 智香子 地域文化研究科地域文化・助教授 社会経済学・Ph.D. 21世紀地域文化研究班
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5．拠点形成の目的・必要性
　わが国において最大規模のアジア・アフリカ諸言語史資料を所蔵する本学をアジア太平洋地域
における基幹的史資料ハブセンターへと発展的に再編し、そこを拠点として推進される発信・共
有型の諸事業に依拠して、高度情報化された 21世紀世界に対応しうる領域横断的な新たな地域
文化研究拠点を形成する。
　1960年代に日本に移入された「地域研究」は、精緻な実態調査に基づく農村社会学の伝統や
生態学との出会いの中で独自な発展を遂げてきた。本研究科においても高度な現地語の研究と教
育を基盤として、多岐にわたる人文・社会諸学専門家の連携により、学際的かつ現地語一次資料
を縦横に駆使した地域文化研究に成果をあげてきた。しかし、現在急速に進展するグローバル化
は地域・国家などの表象空間に変容をもたらし、人々のアイデンティティのあり方にも大きな変
化を生じさせている。こうした 21世紀の世界においては、「地域研究」はその対象認識の根幹に
関わる方法論的再検討を迫られている。｢ 地域 ｣概念の再検討についてはすでにいくつかの試み
がなされてきたが、それらに欠けていたのは史資料基盤の整備であり、どのような情報が変貌す
る世界を把握する研究の基礎となりうるかという問いかけである。本計画では、新たな史資料構
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想の構築が、わが国における地域研究の新展開にとって不可欠であると考える。
　アジア・アフリカは、わが国の地域研究においては主要な研究対象とされてきたが、研究に
とって欠くことの出来ないアジア・アフリカ諸言語史資料センターは、わが国ではついに形成さ
れることなく今日に至っている。既存のアジア・アフリカ地域研究に関わる史資料所蔵機関は、
その蔵書内容と機能のいずれにおいても、極めて限定的な役割を果たしているに過ぎない。イギ
リス国立図書館、アメリカ議会図書館、シカゴの研究図書館センタ―といったアジア・アフリカ
研究に関わる史資料の保存・共有・情報化のネットワークの受け皿は、わが国には未だ存在して
いないのである。アジア・アフリカ諸語の蔵書において突出した規模をもち、その収集利用のノ
ウハウを蓄積してきた本学は、その受け皿となるもっとも多くの潜在的能力を有していると言え
よう。
　こうした認識から本計画では、第一に、上述の海外諸機関が推進するアジア・アフリカ諸言語
史資料の包括的保存・共有・情報化プロジェクトに加盟し、そのネットワークの一翼を担いつつ、
アジア太平洋地域における史資料ハブとして、収奪型ではない還元共有型の諸事業を推進してゆ
く。第二に、資料活動と研究活動を有機的に結合した共同研究を組織し、地域の生成と変容に関
わる課題群を考究する。重点対象として従来の史資料活動やオフィシャル・ヒストリの目が届か
なかった領域、即ち周縁化された人々の「オーラル・ヒストリー」や ｢アジアの表象文化 ｣など
の非文字・非図書資料の収集・保存・共有に取り組み、その情報化と発信の方法論を確立する。
その際、植民地支配の歴史やディアスポラ現象の存在に鑑みて、欧米地域をも視野に入れる。そ
在地固有文書班
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れらの成果に立脚し、地域文化の生成とグローバル化による変容の解明を目指して、新たな地域
文化研究を推進してゆく。
　一連の史資料収集・共有・保存・情報化作業においては、事業推進担当者とともに、留学生を
含む大学院生・若手研究者を現地に派遣し、臨地教育を行なう。これらは本学の海外連携大学や
研究機関との共同作業として進められ、院生の現地語や研究遂行に関わる能力、さらに国際的環
境の中で共同研究を組織、遂行する総合的な能力を涵養し、次世代研究者を育成してゆく。
　拠点プロジェクトの成果は、期間中逐一 HP上で公開する他、特別展示や公開講座の形で社会
に還元してゆく。同時に、海外においてワークショップや国際シンポジウムを複数開催し、地域
文化研究の国際的拠点としての実績を積み上げる。研究成果は叢書化するほか、史資料の複数媒
体による公表と発信を行なう。こうした研究活動の総合体として機能するのが「史資料ハブ地域
文化研究拠点」であり、それは、21世紀の世界に対応しうる地域文化研究の世界的拠点として
他に類を見ないものとなろう。
6-1．研究拠点形成実施計画
　5において述べた目的を達成するために以下のような研究組織を設定する。
1．「史資料総括班」
　拠点リーダーを責任者として、史資料の収集・保存・共有・情報化活動の全体を統括するとと
もに海外諸機関と共同して史資料ハブ形成の実務を担う。班代表 5名を構成員とし、あわせて専
門知識を有する附属図書館館員と情報処理センター所員各数名ずつを研究協力者として迎える。
2．「史資料収集－研究担当班」
　本拠点が、重点的な活動対象とする領域を、史資料の媒体ごとに 4グループに分かち、その収
集と研究を担当する班を組織する。対象地域はアジア・アフリカを最重点とするが、植民地支配
の歴史やディアスポラに鑑み、アジア・アフリカを内包する欧米地域をも視野に入れる。各班の
史資料収集と研究活動は、「地域の生成と変容」をキーワードとして掲げ、公的な記録や歴史よ
り捨象され、周縁化されていった記憶や記録の発掘に重点的に取り組む。
－第 1班（「在地固有文書班」）
　消滅の危機に瀕している竹簡文書・貝葉文書・折り畳み写本等の在地固有文書の発掘・収集・
保存・共有活動を海外研究機関と共同して行ない、それらに依拠した諸研究を推進する。この分
野ですでに研究実績を有する班事業推進者 4名、研究協力者 4名をもって構成される。
<対象時代 >17～ 19世紀
<考究課題 >ネーションの形成、在地社会の変容
史資料ハブ
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－第 2班（「印刷媒体資料班」）
　印刷技術の普及に伴い文字資料が飛躍的に拡大流通するようになった近現代を対象とする史資
料の包括的収集・保存・共有活動を推進し、それらに依拠した研究を展開する。イギリス国立図
書館とアメリカ議会図書館が共同で推進するアジア諸語文献の包括的マイクロフォーム化事業に
参画する。班事業推進者 4名、研究協力者 4名をもって構成する。
<対象時代 >19～ 20世紀
<考究課題 >国民国家形成とその変容、ディアスポラ、アイデンティティを巡る問題群
－第 3班（「オーラル・アーカイヴ班」）
　現代のアジア・アフリカを対象として、戦争、革命（独立）、体制移行の激動を生き抜いてきた
様々な人々から聞き取りを行ない、オーラル資料の系統的な収集と解析を推進する。班事業推進
者 4名、研究協力者 4名を持って構成する。
<対象時代 >戦後、現代
<考究課題 >歴史と記憶、現代史の再構成
－第 4班（「表象文化資料班」）
　グローバル化の中で激しい変化に曝されている生活世界の在り方を投影する非文字媒体資料群
を体系的に収集し、メディアの飛躍的な革新がもたらす文化の生産・発信・消費に関わる多様な
形態が、地域文化やアイデンティティの生成、そしてその変容に如何なる影響を与えるのかを考
究する。班事業推進者 2名、研究協力者 4名をもって構成する。
<対象時代 >現代
<考究課題 >文化の生産・消費、メディア社会論、アジアのポップカルチュア
3．「21世紀地域文化研究班」
　史資料収集－研究班の活動に依拠して、ローカル世界に変動をもたらすグローバルな要因の究
明、システムの移行、冷戦後国際体制、地域統合などの問題群を扱う分科会と、歴史叙述の再編、
社会科学方法論、地域研究方法論の考察を行なう分科会を設置する。双方の分科会は、地域研究
を 21世紀にふさわしい地域文化研究へと再編する提言を行なう。班事業推進者 3名、研究協力
者 4名をもって構成する。
<考究課題 >グローバリゼーション、システム移行論、21世紀世界論、領域横断的地域
文化研究の理論と方法
4．海外拠点（リエゾン・オフィス）の設置
　本学が交流協定を締結している世界各地の 60大学の中から、史資料の収集・保存・共有化の
重点地域となる国々に存在する大学 3～ 4校を選択し、リエゾン・オフィスを開設して史資料
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ネットワーク形成および共同事業推進の拠点とする。現在のところ予定しているのは、ロンドン
大学東洋アフリカ学研究学部、オーストラリア国立大学、コーネル大学の 3校だが、可能ならば
アジア地域の協定校（デリー大学、シンガポール大学）やイギリス国立図書館やアメリカ議会図書館に
も拡大して行く。これらの拠点には、COE研究協力者や留学生を含む大学院生を派遣し、海外
セミナーやシンポジウムを開催するとともに、臨地教育の場として活用してゆく。
6-2．年度別の具体的な研究拠点形成実施計画
平成 14年度：
　一連の事業を推進するために、次のような基盤整備を行なう。
1）研究スペースの確保：プロジェクト専用の研究・事務空間を学内に確保する。
2）史資料収納・保管スペースの確保：大量の図書、マイクロフォーム、非図書資料が招
来されるので、その収納・保管のために附属図書館と共同して場所を確保する。
3）デジタル・ライブラリー構築作業のための機材設置：高機能サーバ、入力装置、デー
タ処理用 PC等を設置し、専用ソフトを外注して作成する。事業推進経費の大半は、こ
こに投入する。
4）情報の公開と共有のためにプロジェクト HPを開設する。
　研究事業を展開するために、以下のような作業を開始する。
1）共同事業の立ち上げ：イギリス国立図書館・アメリカ議会図書館・研究図書館セン
ターが推進するプロジェクトに加盟する準備に入る。
2）海外拠点（リエゾン・オフィス）の開設：海外協定校との共同研究計画の開始。
3）収集・保存・共有事業の開始：対象史資料の選定に入る。
4）ニューズレター、電子ジャーナル、史資料目録、CD-ROMの発行開始。
5）各史資料収集－研究班は、研究会を定期的に開催するなどして、具体的な研究活動に
入る
6） プロジェクトのアドバルーン企画として、「アジア・アフリカ地域研究と史資料：現状
と課題」を開催する。 
平成 15年度：
　前年度に推進された基礎事業に依拠し、各研究班は成果の公表に入る。最初の大規模国際会議
として、「アジア・アフリカ史資料学の現在」と題する国際会議と展示の準備に入り、年度内に
開催する。あわせて、各研究班単位に複数の国際ワークショップを開催する。わけても消滅の危
機に晒されているアジア・アフリカ地域の写本･刊本・公文書類の保存事業、オーラル・アーカ
イヴの構築に集中して取り組む。収集した史資料は、可能な限りデジタル化し、現地との共有を
図る。そのために前年度に続き事業推進費を大幅に充当する。また、アジア・アフリカ地域研究
史資料ハブ
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に関わるアジア太平洋地域史資料ハブ機能の構築を完了させる。収集史資料・進行中の研究事業
は、逐一、HPやニューズレターで公開してゆく。さらに、中間評価に向けての準備作業に入る。
平成 16年度：
　中間評価を受けてプロジェクト全体の自己点検を行なう。前年度までに構築された海外ネット
ワークとリエゾン・オフィスの効果的活用を図り、海外拠点において本研究科と受け入れ側大学
に在籍する大学院生を対象としたワークショップを開催する。海外旅費は主としてここに充当す
る。印刷媒体資料班、オーラル・アーカイヴ班、表象文化資料班の活動に基づき、「アジア現代
史の記憶」、「越境するアジアのManga文化」、「アジア表象文化の世界」をテーマとした国際会
議を組織するほか、収集史資料の恒常的展示を立ち上げる。成果は画像データベース化する。社
会的還元事業の一環として、各研究班が中心となり、研究者・専門司書を対象とした講座や一般
を対象とした公開講座を開始する。
平成 17年度：
　本プロジェクトの将来における継続性を視野に入れて、国内の史資料所蔵・研究機関に史資料
コンソーシアム形成の可能性を打診し、その調整に入る。わけても保存と共有に関わるマイクロ
フォーム化・デジタル化の基礎事業を全面に推進する。「21世紀地域文化研究班」を主体として
地域研究の理論面に関わる国際会議を開催する。わが国のアジア・アフリカ研究、ならびに、わ
が国が所蔵する固有の史資料について、海外に向けて恒常的に情報提供を行なえるシステムを
構築する。海外の関連所蔵・研究機関より専門司書とアーキビストを招聘し、わが国の史資料状
況・21世紀におけるあるべき史資料共有形態の在り方を模索して国際会議を開催する。
平成 18年度：
　本プロジェクトを総括する国際会議・展示会「新たなアジア・アフリカ史資料学の構築へ向け
て」を開催する。ならびに研究拠点としての継続性を担保するために、何らかの機構なり組織を
立ち上げる。研究成果は、史資料目録・所在目録・データベース・翻刻版・復刻版・資史料集・
図録など多岐にわたるが、それらを複数の媒体により公表していく。成果をとりまとめた研究叢
書（「アジア・アフリカ研究史資料論」、「21世紀新たなる地域文化研究に向けて」）の刊行準備に入る。大学の将来
計画・中期目標と照らし合わせて、プロジェクト総体の自己評価を行なう。
7．教育実施計画
概要：
　一連の史資料収集・保存・情報化作業においては、プロジェクト担当者のみならず、本研究科
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に在籍する留学生を含む大学院生を現地に派遣し、アジア・アフリカ地域史資料の操作と利用方
法に関わる臨地研修の機会を与える。そうした経験を通して、学問的基盤に立脚し、在地社会の
諸言語にも精通し、現代社会が抱える問題に深い洞察をもって対応し、実のある国際協力に貢献
しうるような人材を養成してゆく。それは、以下のような基本理念と教育実施計画に基づき推進
される。
基本理念：
　本研究拠点が養成しようとするのは、マクロレベルにおいては、21世紀世界の現状に包括的
な理解をもち、かつ、各地域の言語に精通し、地域社会との直接的なコミュニケーションを通じ
て、各地域の生活事情や文化的伝統等を理解したうえで、地域社会の要請とグローバル秩序との
適切な仲介能力を発揮しうるような人材である。具体的には、史資料収集－研究各班が推進する
事業への参画を通して、アジア・アフリカの様々な地域に生きる多様な人々の生活世界に接し、
現代史を生きた人々の声を汲み取り、通俗的「地域文化理解」や「文化相対主義」を超えて、真
の意味でコスモポリタンな世界市民として、「ローカル」と「グローバル」が錯綜する世界へと
能動的に関与しうるような人材を育成してゆくことである。これは地域を単に、欧米主導の歴史
に規定された行政的枠組みとして自明化することなく、そうした規定を受けながらも内発的に形
成され、世界に参画してきた地域の様相を、その実体に即したかたちで把握することでもある。
教育実施計画：
1）グローバル言語としての英語の能力が必要とされるのは言うまでもないが、ここで養
成される人材の特色として、各地域言語の高度な運用能力があげられる。そのために、
本学が行なってきた 50に及ぶ言語教育システムを最大限に活用する。さらに、史資料
収集―研究班の活動に積極的に関与させ、第 1班では写本の読解力、第 2班では、聞き
取り作業を通して言語の実際的な運用能力を涵養する。
2）言語能力を一層向上させ、さらに地域社会に対する深い理解を身に付けるため、大学
院生をプロジェクトにおいて広範に雇用し、臨地研修の機会を与える。その際、海外の
提携大学・研究機関の協力を仰ぐだけでなく、提携機関である JICAとも協力態勢を整
える。
3）「21世紀地域文化研究班」が展開する現代世界の成り立ちとその現状（グローバル化、
地域、国民国家、言語共同体）、およびそこに生起する諸問題を理解するための多角的
な研究活動に積極的に関与させることで、地域の諸問題に取り組むための広い視野を涵
養する。
4）2年度目から、特定地域（ないしは研究課題）をテーマ化して、現地の提携大学・研究機関
と共同で、現地および本学を会場として地域の現在的諸問題を扱うシンポジウムを開催
し、人的交流を促進するとともに研究成果や現状認識の共有化をはかる。その際、大学
史資料ハブ
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院生を対象とした多角的なワークショップを組織し、共同作業能力とともに多言語環境
のなかでの発表能力や討議能力の向上をはかる。
5）プロジェクトのホームページ（英語版）やワーキングペーパー、また研究報告書などに
英語で研究成果を発表させ、積極的な発信の姿勢を養う。
6）本学の日本語教育センターや学部・大学院に在籍する留学生のネットワークを整備し、
現地と本研究拠点との連携をはかって研究交流を容易にし、研究者や専門職業人の育成
や訓練に活用する。
期待される成果：
　このような高度専門教育を受けた人材は、単に専門研究者としてのみならず、政府関係諸機関、
種々の国際機関、各種国際援助団体（NGO）、研究調査機関、コンサルタント業、さらにますます
生産流通プロセスを国際化してゆく諸企業の中枢に活動の場を見出して行くことになろう。進行
するグローバル化が引き起こす諸問題に対処することは、現在あらゆる分野で課題となっており、
とりわけ在地社会に根ざした地域側の情報を提供しうる人材は少なく、その育成は 21世紀日本
の国家的課題であると言えよう。それを担えるのは、わが国では本研究科をおいて他にはない。
